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社会福祉法人むべの里光栄

法人概要

法人名

 平成７年３月設 立

 隅田 典代理事長

 １３００名職員数

山口県と熊本県において、特別養護老人
ホーム、有料老人ホーム、障害者支援施
設等、101か所の事業所を運営



社会福祉法人むべの里
平成７年３月設立認可

法人沿革・合併

令和３年４月
社会福祉法人光栄会
昭和３２年２月設立認可



法人合併までの流れ



法人合併の経緯

・平成２８年の社会福祉法改正で合併や事業譲渡に関する規定が追加され、
令和２年には社会福祉法人の事業展開に係るガイドラインが示された。

・当法人としては、経営基盤の強化や事業の効率化、海外を含めた人財確保、
地域ニーズへ対応していくためにも、合併という手法により法人の大規模
化の必要性を感じていた。

・そのような中、当法人と同様に山口県宇部市を拠点に介護事業と障害福祉
事業を展開している光栄会から「現在の経営状況では将来的な展望が描け
ないため、合併を一緒に考えて欲しい」との申出を受け、吸収合併という
形で協議をすすめた。



法人合併の効果

・事業の安定性、継続性が向上し、経営基盤を強化することができた。

・事業所の統廃合と大規模化、セントラルキッチンの導入等により、スケール
メリットによる事業の効率化を図ることができた。

・一法人では対応が難しい課題への対応（外国人人財の確保と育成、地域貢献、
災害・感染症対応等）を強化できた。

・新たな知見や技術の交流によるスキルの向上、コンプライアンス意識の向上、
学ぶ作風の醸成。



法人合併に伴い必要となる手続

②指定申請手続
①法人合併手続

③加算等の申請手続

①～③の手続が求められ、合併に伴い事業所数や事業範囲、
地域が増えることもあり、手続負担が大きくなる。



①法人合併手続

出典：厚生労働省
社会福祉法人の「合併・事業譲渡等マニュアル」

○法人合併する際に感じた課題

①既存のマニュアルには、合併の際に必要な手続
を進めるうえで不十分な箇所がある

②合併手続事務のスケジュールが見通せない

③法人管轄庁の社会福祉法人の合併に関する理解
が不十分な面がある

※事業譲渡に関しても同様と思われる。



①法人合併手続

 マニュアルがあって助かった面はあるが、会計や各種規程類の統合、債権者への通知、定款記載の
財産の精査等の点で、詳細（具体的な会計処理方法等）な記載がなかったため、処理が正しいかど
うかが不明で、担当者の不安感と実務処理の負担が大きかった。当法人は会計監査人の設置義務法
人なので、会計監査人との密な連携により対処できたが、非設置法人ではより困難であると感じた。

具体的な会計処理方法や（Q＆A）を記載した、より実践的なマニュアル、ガイドラインの整備が必要

課題①に関して

課題②に関して
 当初のスケジュールでの合併手続事務が見通せない状況だったため、法人側からスジュールを提示
し、各事務の期限等を設定・調整する作業が必要だった。法人側としては、従業員や利用者を抱え
ながら、いつ認可や指定ができるのか見通しが立たないことは大きなリスクとなる。

各種手続きに関する処理期間の明確化



①法人合併手続

 法人管轄庁に、合併に係る社会福祉法人会計の処理等について不明な点を質問したが、前
例がないと言われ、１つ１つの回答に時間を要した。合併事例が少ないこともあり、法人
側も管轄庁側も手探りの状況であった。

 A市からは当初、消滅する法人の利用者様と再契約が必要との説明を受けた。合併・事業
譲渡マニュアルには、契約は存続法人に引き継がれ、改めて契約を締結する必要はないと
記載されていることを法人側からA市に説明し、了承を得た。

管轄庁の合併・事業譲渡に関する理解促進
管轄庁向けの相談窓口設置

（事例が少なく、管轄庁だけの対応には限界があるため、管轄庁をサポートする体制が必要）

課題③に関して



②指定申請手続

出典：令和2年8月3日付け厚生労働省事務連絡
事業所の吸収分割等に伴う事務の簡素化について 

○指定申請手続に感じた課題

①同内容の書類を大量に提出が必要

②自治体の対応にバラツキが生じている

③障害福祉分野は介護分野よりも簡素化等
の負担軽減措置が限定的



②指定申請手続

 合併に伴い管理する事業所が増加し、手続負担が大きくなった。例えば、法人名の
変更では、事業所及び所轄庁単位で変更手続が必要になり、同内容の変更届の申請
は150か所分に及んだ。さらに、事業及び所轄庁ごとに様式や記載方法の解釈がバ
ラバラ（変更届の様式、職員の職種・員数の記載における常勤・非常勤、専従・兼
務の解釈等）であり、申請書や添付書類の作成に非常に多くの時間を費やした。

提出書類の標準化・様式の統一化
電子申請届出システムにおいて一括申請（ワンストップ化）

課題①に関して

※職員の職種・員数の記載における常勤・非常勤、専従・兼務の解釈の違いに関する実例

・ A市では、事業所単体でみた場合に常勤か非常勤か、事業所内の職種でみた場合に専従か兼務かを判断
・ B市では、法人全体でみた場合に常勤か非常勤か、他事業所との兼務の有無で専従か兼務かを判断



②指定申請手続

 介護サービス事業所における申請書類の簡素化の事務連絡は出ているものの、所
轄庁ごとに対応が異なった。A市では事務連絡の通り簡素化（作成に手間を要する
事業所設備の写真や備品一覧表、職員の経歴書等）されたが、B市では当初、新規
指定申請同様の書類提出を求められたため、法人側から事務連絡をB市に説明し、
簡素化を検討してもらう等の作業が生じた。

管轄庁ごとに対応の違いが生じないように運用の標準化

課題②に関して



②指定申請手続

 障害福祉サービス事業所においては、介護サービス事業所よりも書類の簡素化は
限定的で、手続負担が大きかった。介護サービス事業所では既に簡素化や省略さ
れている書類が障害福祉サービス事業所の場合は必要となる場合があり、これら
が標準化されると良い。具体例として、管理者変更の場合において、介護サービ
スでは省略が認められている職務経歴書、実務経験証明書、辞令の添付等が必要
となっている。

実施するサービス（介護や障害福祉等）ごとに対応の違いが生じないように運用の標準化

課題③に関して



出典：令和2年8月3日付け厚生労働省事務連絡 事業所の吸収分割等に伴う事務の簡素化について 

＜参考資料＞ 



③加算等の申請手続

①介護給付費等算定等変更届
②体制等状況一覧表
③加算に関する届出書
④加算に関する確認書

①介護給付費等算定等変更届
②体制等状況一覧表
③加算に関する届出書
④加算に関する確認書
⑤資格を証明する書類
⑥当該年度4月～2月の勤務実績表

①介護給付費等算定等変更届
②体制等状況一覧表
③加算に関する届出書
④加算に関する確認書
⑤資格を証明する書類
⑥翌年度4月の勤務予定表

（例）サービス提供体制強化加算の届出書類

 公表されている様式は、同じ内容で
あっても自治体によって、Wordの場合
やExcelの場合など様々な状況。

 中には、加算の要件に直接関係のない
書類や作成の負担が大きい書類を求め
られる事例もある。

事例：県内全事業所の全職員の氏名を記載した組織
体制図、併設する全事業所の勤務予定表等

A市 B市 C市

自治体ごとに申請に求める書類の種類・様式がバラバラで大変



合併に伴う手続負担軽減の提案

合併や事業譲渡を実施する事業者の負担軽減のためにも、以下事項を提案させていただきます。

① 具体的な会計処理方法や（Q＆A）を記載した、より実践的なマニュアル、ガイドラインの整備が必要

② 各種手続きに関する処理期間の明確化

③ 管轄庁の合併・事業譲渡に関する理解促進（管轄庁向けの相談窓口設置）

④ 提出書類の標準化・様式の統一化、電子申請届出システムにおいて一括申請（ワンストップ化）

⑤ 管轄庁ごとに対応の違いが生じないように運用の標準化

⑥ 実施するサービス（介護や障害福祉等）ごとに対応の違いが生じないように運用の標準化
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